
  制度の概要 法律等の根拠 

事後的
措置 

刑事上の制裁 
行為者の処罰（傷害罪、暴行罪、脅迫罪、強要罪、
名誉毀損罪、侮辱罪） 

刑法204条、208条、222条、223条、
230条、231条 

民事上の救済 

訴訟、労働審判等による損害賠償（債務不履行（安
全配慮義務違反））、不法行為） 
 
民間事業者による紛争解決手続（和解の仲介） 

民法415条、民法709条・715条、労
働契約法第５条、裁判外紛争解決
手続の利用の促進に関する法律 

相談対応 総合労働相談コーナーにおける相談 
個別労働関係紛争の解決の促進に
関する法律第３条 

助言、指導 労働局長による当事者に対する助言、指導 
個別労働関係紛争の解決の促進に
関する法律第４条 

あっせん 都道府県労働局の紛争調整委員会によるあっせん 
個別労働関係紛争の解決の促進に
関する法律第５条 

労災補償 
業務上の事由による労働者の負傷、疾病、障害、死
亡等に係る保険給付 

労働者災害補償保険法第２条の２ 
 

予防的
措置 

周知、啓発等 

 職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議の
提言に基づく周知・啓発等（※１） 
 
 「過労死等ゼロ」緊急対策に沿ったメンタルヘル
ス・パワハラ防止対策（※２） 

－ 

現行制度において職場のパワーハラスメント等に適用され得る措置、対策等 

（※１） 当該提言を踏まえた各企業等における予防的措置（トップのメッセージ発信、教育等）や事後的措置（相談・解決の場の設置、再発防
止等）を促すため、ポータルサイトの運営、企業向け対策導入マニュアルの配布等を実施。 

 

（※２） メンタルヘルス対策に係る企業や事業場への個別指導等の際に、「パワハラ対策導入マニュアル」等を活用し、パワハラ対策の必要
性や予防・解決のために必要な取組等も含め指導を行うことや、精神障害の労災認定が複数あった企業の本社へのパワハラ防止も
含めたメンタルヘルス対策の指導を実施。 1 

資料２ 



 ○ 民法（明治二十九年法律第八十九号） 抄 

 （債務不履行による損害賠償） 
第四百十五条 債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者
は、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに
帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも、同様とする。 

 （不法行為による損害賠償） 
第七百九条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を
侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 （使用者等の責任） 
第七百十五条 ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の
執行について第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が
被用者の選任及びその事業の監督について相当の注意をしたとき、又は相当
の注意をしても損害が生ずべきであったときは、この限りでない。 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成十三年法律第百十二号） 
（労働者、事業主等に対する情報提供等） 

第三条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争を未然に防止し、及び個別労働関係紛争の自主的な解決を
促進するため、労働者、求職者又は事業主に対し、労働関係に関する事項並びに労働者の募集及び採用に関
する事項についての情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。 
（当事者に対する助言及び指導） 

第四条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争（労働関係調整法（昭和二十一年法律第二十五号）第六条
に規定する労働争議に当たる紛争及び行政執行法人の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第二百五
十七号）第二十六条第一項に規定する紛争を除く。）に関し、当該個別労働関係紛争の当事者の双方又は一方
からその解決につき援助を求められた場合には、当該個別労働関係紛争の当事者に対し、必要な助言又は指
導をすることができる。 

労働者災害補償保険法 
「心理的負荷による精神障害の労災認定基準について」（労働基準局長通達） 

○ 刑法（明治四十年法律第四十五号） 抄 

（傷害） 
第二百四条 人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万
円以下の罰金に処する。 

（暴行） 
第二百八条 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年
以下の懲役若しくは三十万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処す
る。 

（脅迫） 
第二百二十二条 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨
を告知して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰
金に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知し
て人を脅迫した者も、前項と同様とする。 

（強要） 
第二百二十三条 生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対し害を加える
旨を告知して脅迫し、又は暴行を用いて、人に義務のないことを行わせ、
又は権利の行使を妨害した者は、三年以下の懲役に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知し
て脅迫し、人に義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害した者
も、前項と同様とする。 

３ 前二項の罪の未遂は、罰する。 

（名誉毀損） 
第二百三十条 公然と事実を摘示し、人の名誉を毀き 損した者は、その
事実の有無にかかわらず、三年以下の懲役若しくは禁錮又は五十万円
以下の罰金に処する。 

２ 死者の名誉を毀損した者は、虚偽の事実を摘示することによってした
場合でなければ、罰しない。 

（侮辱） 
第二百三十一条 事実を摘示しなくても、公然と人を侮辱した者は、拘留
又は科料に処する。 

○ 個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成  

 十三年法律第百十二号） 抄 

 （労働者、事業主等に対する情報提供等） 
第三条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争を未然に防止し、及び個別
労働関係紛争の自主的な解決を促進するため、労働者、求職者又は事業主に
対し、労働関係に関する事項並びに労働者の募集及び採用に関する事項に
ついての情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。 

 （当事者に対する助言及び指導） 
第四条 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争（労働関係調整法（昭和二十
一年法律第二十五号）第六条に規定する労働争議に当たる紛争及び行政執
行法人の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第二百五十七号）第二
十六条第一項に規定する紛争を除く。）に関し、当該個別労働関係紛争の当
事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当該個
別労働関係紛争の当事者に対し、必要な助言又は指導をすることができる。 

（あっせんの委任） 
第五条 都道府県労働局長は、前条第一項に規定する個別労働関係紛争（労
働者の募集及び採用に関する事項についての紛争を除く。）について、当該個
別労働関係紛争の当事者（以下「紛争当事者」という。）の双方又は一方から
あっせんの申請があった場合において当該個別労働関係紛争の解決のため
に必要があると認めるときは、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。 

２ 前条第三項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用す
る。 
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○  労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号） 抄 
第二条の二 労働者災害補償保険は、第一条の目的を達成するため、 業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に関して保険給付を行 
 うほか、社会復帰促進等事業を行うことができる。 

 
○  労働契約法（平成十九年法律第百二十八号） 抄 
（労働者の安全への配慮） 
第五条 使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする。 
 

○  労働契約法の施行について（基発0810第２号平成24年８月10日)  抄 
第２ 総則（法第１章関係） 
 ５ 労働者の安全への配慮（法第５条関係） 
⑴ 趣旨 

ア 通常の場合、労働者は、使用者の指定した場所に配置され、使用者の供給する設備、器具等を用いて労働に従事するものであることから、判例において、
労働契約の内容として具体的に定めずとも、労働契約に伴い信義則上当然に、使用者は、労働者を危険から保護するよう配慮すべき安全配慮義務を負って
いるものとされているが、これは、民法等の規定からは明らかになっていないところである。このため、法第５条において、使用者は当然に安全配慮義務を負う
ことを規定したものであること。 

イ これについては、次の裁判例が参考となること（別添）。 

○ 陸上自衛隊事件（最高裁昭和５０年２月２５日第三小法廷判決。最高裁判所民事判例集２９巻２号１４３頁） 

○ 川義事件（最高裁昭和５９年４月１０日第三小法廷判決。最高裁判所民事判例集３８巻６号５５７頁） 

⑵ 内容 
ア 法第５条は、使用者は、労働契約に基づいてその本来の債務として賃金支払義務を負うほか、労働契約に特段の根拠規定がなくとも、労働契約上の付随的
義務として当然に安全配慮義務を負うことを規定したものであること。 

イ 法第５条の「労働契約に伴い」は、労働契約に特段の根拠規定がなくとも、労働契約上の付随的義務として当然に、使用者は安全配慮義務を負うことを明ら
かにしたものであること。 

ウ 法第５条の「生命、身体等の安全」には、心身の健康も含まれるものであること。 

エ 法第５条の「必要な配慮」とは、一律に定まるものではなく、使用者に特定の措置を求めるものではないが、労働者の職種、労務内容、労務提供場所等の具
体的な状況に応じて、必要な配慮をすることが求められるものであること。 
 なお、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）をはじめとする労働安全衛生関係法令においては、事業主の講ずべき具体的な措置が規定されているとこ
ろであり、これらは当然に遵守されなければならないものであること。 
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○ 裁判外紛争解決手
続の利用の促進に関す
る法 
  律（平成十六年法律第
百五十一号） 抄 
 （目的） 
第一条 この法律は、内外の社会
経済情勢の変化に伴い、裁判外
紛 
 争解決手続（訴訟手続によらず
に民事上の紛争の解決をしようと
する 
 紛争の当事者のため、公正な第
三者が関与して、その解決を図る
手 
 続をいう。以下同じ。）が、第三
者の専門的な知見を反映して紛
争の 
 実情に即した迅速な解決を図る
手続として重要なものとなってい
るこ 
 とにかんがみ、裁判外紛争解決
手続についての基本理念及び国
等 
 の責務を定めるとともに、民間紛
争解決手続の業務に関し、認証
の 
 制度を設け、併せて時効の中断
等に係る特例を定めてその利便
の 
 向上を図ること等により、紛争の
当事者がその解決を図るのにふ
さ 
 わしい手続を選択することを容
易にし、もって国民の権利利益の
適切 
 な実現に資することを目的とす
る。 

 （定義） 
第二条 この法律において、次の
各号に掲げる用語の意義は、そ
れぞ 
 れ当該各号に定めるところによ
る。 

 一 民間紛争解決手続民間事
業者が、紛争の当事者が和解を
するこ 
  とができる民事上の紛争につ
いて、紛争の当事者双方からの
依頼 
  を受け、当該紛争の当事者と
の間の契約に基づき、和解の仲
介を 
  行う裁判外紛争解決手続をい
う。ただし、法律の規定により指定
を 
  受けた者が当該法律の規定に
よる紛争の解決の業務として 
  行う裁判外紛争解決手続で政
令で定めるものを除く。 

 二 手続実施者民間紛争解決
手続において和解の仲介を実施
する 
  者をいう。 

 三 認証紛争解決手続第五条
の認証を受けた業務として行う民
間紛 
  争解決手続をいう。 

 四 認証紛争解決事業者第五
条の認証を受け、認証紛争解決
手続 
  の業務を行う者をいう。 


